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■特集：健康と衛生の社会史

労働移民と健康政策
――西ドイツ1950･60年代＊

矢野　　久
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おわりに

はじめに

本稿の課題は，外国人労働者の健康診断に焦点をあてることによって，戦後西ドイツ（ドイツ連

邦共和国）の1950年代，60年代における対外国人労働者健康政策の意義と役割を明らかにすること

にある。この問題についてはこれまで本国ドイツでも歴史研究の対象とされることはなかった。と

いうのは，ドイツの歴史研究が対外国人労働者健康政策の歴史を研究するまでにはいたっていない

という事情があるからであるが，およそそうした問題に対する認識が欠落していたからでもあろ

う。

ここでは外国人労働者の健康診断を検討するに際し，以下の３つの問題を明らかにすることをね

らいとする。

まず第一に，西ドイツ政府が締結した労働力募集協定によって，連邦職業紹介･失業保険庁(連邦

職安庁と略記)の在外機関ドイツ・コミッションが来独希望の外国人労働者の職業･健康診断をおこ

なうことが決められたが，その健康診断がどのような位置と役割を与えられていたのかを検討する。

その際，独伊協定とドイツ･トルコ協定を比較する。

第二に，労働力募集協定にもとづかずに，個別に労働目的で来独した外国人労働者，つまりドイ

ツ･コミッションの診断を通らずに西ドイツに入国した外国人労働者に対しては健康診断はおこな

われていなかったが，彼らに対する健康診断政策はどのようなものであったのかを解明する。

＊ 本稿は，オスナブリュック大学Institut für Migrationsforschung und Interkulturelle Studien（IMIS）によ

って1998年６月18日から20日まで開催されたワークショップ<Migration- Krankheit und Gesundheit>での発表を

もとに加筆したものである。



第三に，どの程度外国人労働者の病気が問題とされていたのかを明らかにする。とくに外国人労

働者の流入との関連で考察する。

これらの問題を明らかにすることによって，健康診断の目的は何であったか，とくに，将来の労

働力である外国人本人の健康が問題なのか，外国人労働者の西ドイツへの移住によって，伝染性の

病気がドイツに持ち込まれ，ドイツ人住民の健康に害を与えるという配慮からなのか，という問題

に答えることにしよう。

資料としては，コブレンツの連邦文書館，ボンの外務省政治文書館ならびに労働総同盟文書館，

ドルトムントのヴェストファーレン経済文書館，ボーフム鉱業文書館に所蔵の文書資料を利用する。

対象とする時期は，1955年からほぼ1962年までである。

１　労働力募集協定での健康診断

1955年12月20日，ドイツ連邦共和国政府はイタリアと労働力募集･斡旋協定を締結した（1）。この

協定第７条で，ドイツ･コミッションは，「イタリア人応募者の雇用のための前提，とくに配置され

る職場への職業上・健康上の適性の有無」を確認するものとされた（2）。さらにこの第7条にもとづ

き，「健康検査の種類と範囲に関する原則」が確定され，健康検査の目的は，「応募者の一般的観点

での健康状態，また彼らがおこなう作業への肉体的適性を確認する」ことにおかれた。したがって，

協定では職場への健康上の適性が最大限に重視されていたことがわかる。しかしさらにつづいて，

「他の人々との共同生活を著しく損なう」ような病気，「あらゆる種類の肺結核」あるいは「その他

伝染性の病気，寄生虫を原因とする伝染性の病気」などに罹っているイタリア人を募集から排除す

るものとされた（3）。

協定にもとづく雇用斡旋の応募者は，まずイタリア人の医師による予備診断を受けなければなら

なかった。ここで不適性と診断されるとその時点で募集作業は終了し，これに合格してはじめて，

ドイツ･コミッションに回される。そこでかれらは，連邦職安庁に委託されたドイツ人医師による

最終診断を受けなければならなかった（4）。これは厳格な健康診断であり，イタリア人労働者の職業
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上ならびに健康上の適性が確認されるだけではなく，さらにドイツ人住民への病気の感染を予防す

る一般的な健康政策にかかわる検査であった（5）。

しかし他方で，すでにそれ以前から個別的に労働目的で西ドイツへ入国する可能性は存在した。

1952年２月の連邦労働省告示によって，1933年外国人被用者令が再発効されることとなり，これに

よって，西ドイツ在外機関が発行するヴィザで，入国が許可されたからである（6）。この方法によっ

てドイツに来るイタリア人には入国後，労働許可と滞在許可を申請することが義務づけられたが，

しかし医師の診断は義務づけられてはいなかった（7）。

そこで，このドイツ･コミッションがどの程度の意義をもっていたのかをみることにしよう。

1956年に新たに西ドイツに入国したイタリア人労働者の数は，15,608名であったが，そのうちの

10,273名がドイツ・コミッションによって募集･斡旋された労働者であった。実に65.8％がコミッシ

ョンによって診断されていることになる（8）。しかしこの数を外国人全体の数と比較すると，かなり

様相が異なる。この年に新たに西ドイツへ入国した外国人の数は31,406名であり，67％強の2万名

以上の外国人労働者が医師の健康診断を受けないまま西ドイツに入国していたことになる（9）。つま

り，募集協定締結国イタリアにおいては，ドイツ･コミッションによる健康診断の意義は大きいと

いえるが，全体では健康診断の意義はそれほど大きくはないということが明らかとなろう。

ドイツ･コミッションの健康診断の意義をイタリア側の予備診断との関連で検討しておこう。イ

タリア人労働者募集協定で開催が決められていた独伊合同委員会において，健康診断の問題が交渉

議題となった。1956年８月20･21日に開催されたこの合同委員会で，イタリア側は，すでにドイツ

で就業した季節労働者に対しては，ドイツ側の健康診断を簡素化することを提案した（10）。

連邦職安庁は，イタリア側の予備健康診断の意義に疑いを抱いていた。その廃止も射程におき，

労働能力があるかないかを表示する簡単な証明書の発行にイタリア側の健康診断の範囲を限定し，

レントゲン検診や血液検査などはドイツ･コミッションでおこなうという方向で検討していた（11）。

連邦労働省も1956年の時点でこの考え方に賛同し，イタリア側の予備健康診断は伝染する可能性

のある病気が持ち込まれるのを防ぐという予防的効果は望めないものとみなしていた。予備健康診

断にパスしたイタリア人労働者のうち12％がその後ドイツ・コミッションによって重病と診断され
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ており，予備健康診断は「入念におこなわれていない」というのがその理由であった（12）。

1959年においてもその実態は変化していないと思われる。連邦労働省の課長がイタリアを訪問し，

その折りにドイツ･コミッションをも訪ねた。コミッションはその日50名のイタリア人応募者の健

康診断をしており，そのうちの10名，つまり20％が健康上不適性として拒否されていた。コミッシ

ョン委員長は拒否率は「常に非常に高い」と述べている。また，これらの健康上の理由で拒否され

たイタリア人労働者は，フランス･コミッションによる斡旋により，いままでのところ全員がフラ

ンスに職場を得ているということも判明した（13）。イタリア側の予備健康診断は問題を多く含むも

のと考えられており，その反面ドイツ側の健康診断が重要視されていたことがわかる。

ローマの西ドイツ大使館も同様な見解をもっていた。大使館社会担当官によれば，ドイツ･コミ

ッションによる拒否率は1959年秋に約７％であった。「イタリア側の診断だけに頼るならば，伝染

性の病気あるいはその他好ましくない病気をもつ多くのイタリア人が連邦共和国に入ってくる危険

性があまりに大きいであろう（14）。」

イタリア側はこのドイツ・コミッションの健康診断の簡素化をその後も要求していたが，ドイツ

側はこのコミッションの健康診断を非常に高く評価しており，したがってその簡素化には断じて応

じなかった（15）。しかも重要な点は，イタリア人労働力の肉体的健康という観点ではなく，ドイツ

人住民に対する危険意識に評価の基準がおかれていた点である。

しかしながら，西ドイツが抱えていた本来の健康問題は，この募集協定にもとづく外国人労働者

の入国ではなく，健康診断が義務づけられていない，もう一つの外国人労働者の個別的流入にあっ

た。そこでこの問題を次の章で扱うことにしよう。

２　外国人労働者健康診断確定の試み

1950年代の中頃になると，イタリア人ばかりでなく，スペイン人，ギリシャ人などが西ドイツに

労働目的で入国してくるようになった。募集協定による道が第一の道と呼ばれるようになったのに

対し，従来から存在していた道は「第二の道」と呼ばれるようになり，この場合には，すでに述べ

たように，健康診断の義務づけはなかった。1957年になると，14,867名のイタリア人が新たに西ド

イツに入国したが，そのうちの52％にあたる7,725名がドイツ･コミッションによるものであった。

翌58年，その数は19,398名に達したが，コミッションによる者は9,691名で50％を占めるにすぎな

かった（16）。同時期に西ドイツに入国した外国人全体のなかで，ドイツ･コミッションによって健康

診断を受け，審査に合格して入国した労働者の割合は，1957年17.2％，1958年17.9％という低さで
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あった（17）。

連邦政府は1958年になってはじめて，こうした外国人労働者の健康状態調査に取り組みはじめた

が，そのきっかけは，地域健康保険組合全国連盟からの要請であった。全国連盟宛てに，デュッセ

ルドルフの肺病専門医の「心配な」ニュースが届けられた。それによると，患者のうちイタリア人

１名，スペイン人２名，ギリシャ人２名の計５名に肺結核が確認された。全国連盟は，大都市の一

専門医が5名もの肺結核患者をもつ事態を重くみ，連邦政府に「ドイツ人住民の健康を守るために

もさらなる措置をとる」よう要望した（18）。

それに対し連邦労働省は，ヴィザ交付に際しての健康診断書の提示は，「医者の診断が普通非常

に形式的で，レントゲン検査にまでおよぶ事例はごくまれなため，さほど重要な意義を認めること

はできない」と主張している。さらに，健康診断の導入は，行政の負担，コスト問題，観光自由化

と観光客増加による実態把握の困難さなどの理由から，不可能と判断した（19）。

募集協定によらないでヴィザを交付された外国人労働者がいったん入国してしまうと，彼らに対

し，医師の診断を受けさせることはできなかった。したがって，健康上の理由でドイツ･コミッシ

ョンによって拒否された外国人労働者もまた，いわゆる第二の道によって連邦共和国に入国するこ

とは可能であった。連邦職安庁は年報で，「それだけますます伝染性の病気，とくに肺結核と性病

が国内に持ち込まれる危険性」が大きくなるとみなしている（20）。1960年前半期に，イタリア人

63,000名がドイツ･コミッションによって募集され，さらに23,000名が第二の道を利用し，さらに，

連邦政府は1960年3月末にスペイン，ギリシャおよびイタリアと同様の労働力募集協定を締結した

が，その際ドイツ･コミッションが果たした役割は大きいものではなかった。そこで連邦職安庁理

事会は1960年10月，健康上の理由でドイツ･コミッションに拒否された外国人労働者には第二の道

による入国に際して労働許可を与えない方策を導入するつもりであった（21）。

しかしながらここで確認しておきたい点は，こうした危惧が，すでに述べた肺病専門医の報告以

外には具体的な数値にもとづくものではなかったということである。外国人の健康状態については，

バーデン・ヴュルテンベルク内務省が同州の外国人病気統計に依拠して把握していたにすぎない。

しかも，それによれば，1960年の10ヶ月間に，70名の肺結核が確認され，そのうち45名が募集協定

によらない外国人労働者であったが，この数値は同州の住民の新規肺結核罹患率とほぼ同じであっ

た。同内務省はこの事実をもとに，「外国人労働者に対する特別の衛生警察上の措置は必要ではな

い」と結論づけた（22）。外国人労働者の罹患統計は，連邦レベルで危惧していた外国人の健康上の

問題とは異なる様相を呈しており，ドイツ人住民と同じような健康状態であったことを示してい
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た。

1961年１月24･25日，各州保険医療関係担当官会議が開催された。ノルトライン・ヴェストファ

ーレン州代表は，伝染性の病気に罹患している外国人労働者の割合が「５ないし６％」になれば，

「この問題に取り組む十分な契機」となり，その場合，「衛生警察上の監視」を導入する，と主張し

た。それに対し，バーデン・ヴュルテンベルク州代表であるこの会議の議長は，同州の実態をもと

に，この種の監視は必要ではないとみなした（23）。1961年はじめの時点で，外国人労働者の健康状

態についての共通の認識がなかったことが明らかとなると同時に，したがって，外国人の衛生警察

上の監視の是非についてもまたおよそ健康政策上の措置についても共通認識は存在していなかった

ことが明らかとなろう。

しかし，1961年２月，連邦職安庁はこれまでの主張をさらに強めた。同庁長官は理事会会議で，

第二の道で入国してくる外国人労働者に健康診断を受けさせる規則の導入を検討すると明言し，理

事会も，好ましくない外国人労働者の入国を拒否する権限を職安庁は持つべきであるという見解を

表明した（24）。これは，ドイツ･コミッションによって健康上の理由で拒否された外国人労働者のみ

ならず，第二の道で入国を希望する外国人労働者全員に健康診断を受けさせるという方向が，1961

年2月に確認されたことを意味している。換言すれば，1955年の独伊労働力募集協定の中核ともい

うべき，外国人労働者の労働に対する職業上･健康上の適性という観点は，前章で述べたように，

すでに絶対的なものとはいい難くなっていたが，一方，協定による募集という道を通らない外国人

労働者に対しては，当初から健康上の適性は問題とならず，ドイツ人住民の健康保護が関心の的と

なっていた。すでにこの時点で，健康上の適性は政策担当者レベルにおいてはもはやほとんど関心

を持たれていないということが確認されよう。

1961年２月24日に開催された各州保険医療関係担当官会議で，ノルトライン・ヴェストファーレ

ン州代表は，同州では募集協定によらない外国人労働者のうち３ないし４％が肺結核，十二指腸虫，

血液疾患などの伝染性の病気に罹っていることを理由に，滞在許可交付に際し健康診断を要求した。

それに対し，バーデン・ヴュルテンベルク州とラインラント・プファルツ州の代表は反対の旨を表

明したが，連邦内務省は，協定によらずに入国する外国人労働者の健康診断を各州に奨励する旨を

この会議の結論とした（25）。

これまで外国人労働者の健康状態をけっして悪いとは考えていなかったバーデン・ヴュルテンベ

ルク州内務省は，同年３月，これまでの見解とは異なるニュアンスを表明した。「健康状態の悪化」

が予想され，また「健康上の理由でドイツ･コミッションによって拒否された外国人労働者数がま

すます増え，何ら制約を受けることなく入国する」恐れが考えられるというのがその理由であった。

しかし，こうした認識から，一定の措置を導入するという結論にはいたらなかった（26）。
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しかし，連邦レベルでは1961年４月，連邦内務省が新しい規則を導入しようとした。連邦内務省

も参加した４月10日の協議で，外国人労働者にはじめて滞在許可を与える場合には「医師の保証書

提示」を条件にする旨，意見の一致をみた（27）。しかし健康診断は各州の専権事項であったため，

実際におこなわれることはなかった。61年６月15日，各州最高保健所代表者は，将来，入国以前に

医師の診断を受けていない外国人労働者には全員検査を義務づけるという考えを表明した（28）。た

だし，実際に実施されるまでは相応の時間を要した。

連邦職安庁自身も，1961年７月，協定によらない外国人労働者がドイツ「国民の健康一般」に危

険であるという観点から，労働許可を与えるに際しては健康上の規則を導入することを検討しはじ

めた。（29）連邦職安庁理事会は，一方で，協定によらずに入国し，その後仕事をはじめる外国人労

働者に対しては医師の保証書提示を条件に労働許可を与え，他方で，この規則を同年末までに限定

し，その時までに解決策を講じる旨を決議した（30）。

1961年12月になってようやく，連邦内務省はこれまで取り組まれてきた規則を滞在許可という枠

内で導入しようとした。その理由は，外国人労働者の実際の病気ではなく，外国人が病気をドイツ

に持ち込むかもしれないという危険性，とりわけ「住民の健康に対する危険性」におかれていた。

ただし新規則ではなく，各外国人担当局に対する要請という形態であったが，これもまた，実現さ

れることなくあくまで案にとどまったのである（31）。

しかし，州レベルではノルトライン・ヴェストファーレン州内務省が同年12月29日新規則を導入

し，「外国人労働者健康監視」を命じた。募集協定によらずに労働目的で入国するスペイン人，ギ

リシャ人，トルコ人に対し，「医師の証明書を提示してはじめて滞在許可を交付する」こととした。

とくに西ドイツ企業ないしすでに西ドイツで就業している親戚や知人の助けを借りて入国してきた

外国人労働者をその対象とした。彼らは入国以前に健康上の規制を受けていなかった。健康上問題

があると判断されれば，滞在許可を与えないばかりでなく，医師は保健所に連絡し，保健所は即座

に捜査するものとされた（32）。

連邦レベルでは1962年３月30日になって，新しい規則が導入されることになった。連邦内務省

は連邦保健省と協力して，西ドイツにいる外国人労働者には，西ドイツ統一の規則による医師証明
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書（伝染性の病気には罹っていないという）を提示してはじめて滞在許可を与えるよう，各州に推

奨することになったのである（33）。

３　組織的募集者の健康診断

すでに述べたように，イタリア人労働者の組織的募集は西ドイツ政府にとって，健康政策上制度

的に効率良く機能していたと考えられる。1960年３月に締結されたスペイン，ギリシャとの労働力

募集協定はイタリアの場合と同様であった。それに対し，1961年10月末にトルコ政府と締結したト

ルコ人労働者の募集協定はこれまでの協定とは異なる内容を含むものであった。そこで，まずはそ

の内容をみてみることにしよう。

協定の第５条で，職場のための健康上の前提という規定の他に，「連邦共和国での滞在」に対す

る健康上の適性が規定された（34）。これはヤミーンも指摘するようにトルコ人労働者に対する排斥

的規定であった。というのは，他の募集協定はこの滞在規定を含んでいなかったからである（35）。

しかし，この募集協定が締結された1961年10月という時点がどのような時点であったかを考えて

みると，すでに健康政策をめぐる論議の重点が，外国人労働者による伝染性の病気の持ち込みに対

するドイツ人住民の保護に置かれるようになっていたという点が重要である。つまり，確かに他の

募集協定と比較すると，トルコとの協定は排斥的性格をもっているとはいえ，協定を結んだ国にお

いては協定以外の第二の道による，あるいは協定を結んでいない国においては個別的な道での西ド

イツへの入国の場合には，まさにこの西ドイツでの滞在に対する適性が健康政策上の最関心事にな

っていたのであり，したがって，他の道による入国との比較においてはけっして排斥的ではなかっ

たのである。

ここでは，ドイツ・コミッション（ただしトルコの場合，ドイツ連絡事務所と呼ばれていた）に

よる健康診断をみておこう。1956年から65年までの間に全体で1,030,000名の外国人労働者が，コ

ミッションのドイツ人医師の手で検査された。イタリアでは1956年以来420,000名，ギリシャでは

1960年以来203,000名，スペインでは同じく1960年以来227,000名，トルコでは1961年以来166,000

名の診断がおこなわれた。約86,000名の外国人労働者がこの健康診断によって健康上の理由から西

ドイツでの就業を拒否された。拒否率は8.3％であった（36）。ここで指摘しておく必要があるのは，

ドイツ人医師によって診断された外国人労働者はすでにそれぞれの国の労働行政機関によって多か

れ少なかれ健康診断を受けていたという事実である。

1962年に全体で166,294名の健康診断がおこなわれたが，イタリアでは73,466名，スペインでは
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43,218名，ギリシャでは36.362名，トルコでは13,248名であった。この診断には，38名のドイツ医

師が従事していた（37）。診断によって14,041名が健康上の理由で西ドイツでの就業を拒否されたが，

拒否率は8.4％であった。ただし国によって違いがみられた。ギリシャでは6.1％であったのに対し，

イタリア8.8％，スペイン9.2％，トルコでは10.1％にのぼった。拒否された理由を内容別にみると，

一番多かったのが肺のレントゲン撮影によるもので，23.6％をしめた。第二は感覚器障害で19.4％，

心臓・血液循環器の障害で12.8％などであった（38）。

この健康診断が労働者にとっていかなる意味をもっていたのかを検討するために，この診断が具

体的にどのように遂行されたのかをみることにしよう。まず，トルコ側の機関によって選抜された

トルコ人は連邦職安庁のドイツ連絡事務所に回される。職業的適性の検査の後，健康診断がおこな

われる。トルコ人労働者，とくにアナトニア地方出身者にとってはとくにこの健康診断は重要であ

った。というのは，故郷を後にしてイスタンブールにあるドイツ連絡事務所に出向いてから，実際

にドイツへ旅立つまでの間にほとんど時間がなく，したがってすでにイスタンブールへ向かう段階

で，ドイツへ渡航するためのさまざまな準備を整え，多くの困難を乗り越え，場合によっては全財

産を投げ売らざるをえず，その意味でも，全期待をドイツ行きにかけた状態にあったからである。

もしこの健康診断に合格しなければ，極言すれば，すべてが終わるということであった。まさに悪

夢。健康診断はトルコ人労働者にとってはそのような意味をもっていた。ここで，最終的に，適性

があるか否か，故郷へ帰らなければならないかどうかが決定された。血圧，血液検査や尿検査のみ

ならず，「兵役検査」のように裸にさせられ，トルコ人女性に手助けされたドイツ人医師によって

検査された。尻だけでなく性器も入念に検査されたが，こうした検査はアナトニア出身のトルコ人

労働者にとっては自尊心を傷つけるものであった（39）。

おわりに

以上の考察から，1955年から1962年までの時期における外国人労働者に対するドイツ連邦共和

国の健康政策の特質とその変化が明らかになったであろう。以上をまとめてみると，つぎのように

なる。

まず第一に，外国人労働者のなかでも異なるカテゴリーが存在していたということである。労働

力募集協定の締結で，協定による者とそうでない者とが区別されたが，前者の道は，組織的な労働

力導入をめざすものであり，健康診断はドイツ・コミッションによって体系的におこなわれた。

第二に，1961年のトルコとの労働力募集協定は，他の諸国との協定とは異なるトルコ人労働者排

斥的性格をもつものであったが，しかし，その締結時期をみるならば，すでに西ドイツの対外国人

労働者健康政策が大きく変化していた時期であり，したがって必ずしもトルコ人労働者だけを排斥
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的に扱っていたわけではないということである。

第三に，労働力募集協定による健康診断は体系的かつ厳格におこなわれていたということである。

西ドイツ側はこの健康診断を肯定的にとらえていたが，他方で，診断される側からは，恐れられて

おり，時にはまさに悪夢でもあった。

第四に，対外国人労働者健康政策は，募集協定によらない個別的な外国人労働者導入に関わって

1961年に変化しはじめ，1962年になって制度化されたということである。募集協定を締結した諸

国の労働者の場合には，いわゆる第二の道であったが，協定を締結していない国の場合は，ドイツ

外務省の在外機関によって個別的に労働目的で入国した労働者であり，彼らの場合にはともに，当

初は健康診断を要しない入国という政策が施行されていた。彼らに対する健康政策は，伝染性の病

気に罹っていないという医師の保証書提示が滞在許可交付の条件とされるようになったということ

である。

第五に，しかしこの政策転換は，外国人労働者の健康実態にもとづくものではなく，外国人労働

者の入国増加によって，伝染性の病気が持ち込まれ，ドイツ人住民の健康を損なうようになるとい

う危機意識であったということである。政策転換の背後で，実態としての外国人労働者の病気はま

ったく問題とはなってはいなかったのである。

1961年という時期には，連邦ならびに州レベルで，募集協定によらずに入国してきた外国人労働

者の健康にどのように対処し，いかにして病人を遠ざけるかが中心の関心事であり，外国人労働者

の仕事への健康上の適性は考慮の外にあった。その際，募集協定によらない外国人労働者と募集協

定を締結していない国からの外国人労働者が問題となっていた。これらの外国人労働者が西ドイツ

入国後，医師の保証書の提示を滞在許可交付の条件とする規則の導入まで約一年を費やしたが，ど

のような医師がこの保証書を発行するかについては決められてはいなかった。実はこれが重要な問

題をはらんでいた。その問題については稿をあらためて論じたい。

（やの・ひさし　慶應義塾大学経済学部教授）
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